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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（金融庁総合政策局総合政策課） 

項 目 名 過大支払利子税制における支払利子等の明確化 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

 
 過大支払利子税制における支払利子等の対象範囲を明確化すること。 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額 ―   百万円  

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ―  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

過大支払利子税制における支払利子等の対象範囲を明確化することにより、
安定した金融取引を行える環境整備を図ること。 

 

 

 

⑵ 施策の必要性 

過大支払利子税制の目的は所得金額に比して過大な利子の支払いによる租税
回避（例：海外からの借入れを原資に低税率国籍の法人への投資を行い、その
配当で利益を上げる一方、借入利息の支払いが損金算入されることを利用し我
が国における納税を減らすこと）を防止することである。 

一方で、現行、本税制の対象となる支払利子等の対象範囲が必ずしも明らか
でなく、実務上の取扱いが不安定となっているため、対象範囲の明確化が必要
である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

Ⅰ-２ 健全な金融システムの確保のための制度・環境整備 

政 策 の 

達成目標 

 

過大支払利子税制における支払利子等の対象範囲を明確化す
ることにより、安定した金融取引を行える環境整備を図ること
で、より強固な金融システムを構築すること。 
 
 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
恒久措置とすること。 

 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
政策の達成目標と同じ。 

 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 ― 
 
 
 

有 

効 
性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
 ― 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

過大支払利子税制における支払利子等の対象範囲を明確化す
ることにより、安定した金融取引を行える環境整備を図ること
で、より強固な金融システムの構築に資することが見込まれ
る。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
― 
 

 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 

 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 ― 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 
過大支払利子税制における支払利子等の対象範囲を明確化す

ることにより、安定した金融取引を行える環境整備を図ること
で、より強固な金融システムの構築に資することが見込まれる
ことから、妥当である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 ― 
 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 ― 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 ― 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 ― 
 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 ― 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
今年度が初めての要望である。 

 


